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学校に先生がいない…深刻な教員不足の解決めざす提言 

 

２０２２年８月３０日 日本共産党千葉県委員会 

日本共産党千葉県議会議員団 

 

一、いま、教員不足の学校現場で何が起こっているのか 

 教員不足が社会問題となり、週刊誌やテレビなどでもとりあげられている。８月上旬に

教師３人が欠員のまま新学期を迎えた千葉県内のある小学校がテレビ放映され、番組では

「本来は担任を持たないはずだった教務主任がクラス担任を兼務し、２人分の仕事に追わ

れている」と報じた。その先生は、朝７時半に出勤し、漢字の宿題確認、プール授業の保

護者同意カードを忘れた児童３人の家庭への電話、担任をしているクラスの授業を行い、

児童が下校後、教務主任として栄養教諭らとの給食の献立会議、５年生の夏休み中の林間

学校についての会議、コロナに感染した児童に関する連絡、書類作成、教育委員会への報

告を済ませ、職員会議の資料や夏休みの日程表作成、通知の配布などを終え、その後に担

任の業務である漢字ドリルの丸つけにとりかかり、校内の戸締りを確認し、午後１１時過

ぎに帰宅の途についた。「毎日がギリギリ」であると語っている。 

 この小学校は、新年度、担任の予定がなかった再任用の教師が急きょ担任をカバーした

学級もある。この教師は児童たちから慕われ、良好な関係を築いたが、新たにフルタイム

の非常勤講師が確保できたため、２学期から別の学校に異動となる。突然、それを伝えら

れた児童の中には泣き出す子もいたとのことである。校長は「子どもたちにとって担任が

ころころ代わる（半年で３人目）のがいちばん困る。保護者も学校に不信感を持たないか

心配。現場はいつ破綻してもおかしくない。欠員のしわ寄せでほかの教員たちが潰れない

でほしい」などと深刻な現状を訴えている。 

 

二、増え続ける教員未配置 

 このような実態は特殊な事例ではない。本来、年度初めから学校にいるはずの先生や、

年度途中の産休・育休、長期療養休暇等の代替講師の未配置が慢性化し、学校現場はコロ

ナ禍も相まって、子ども一人ひとりを手厚くみる教育とは、ほど遠い状況に追い込まれて

いる。その解消に真剣な対策を講じてこなかった県教育委員会の責任は極めて重大である。 

 

 表１ 千葉県の年度別教員未配置状況 

 始業 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

2016 22 57 69 100 134 119 112 124

2017 80 56 48 37 40 40 62 56 63 67 61 70

2018 127 107 83 80 98 89 105 141 152 169 174 168

2019 109 43 56 72 99 115 138 175 218 219 213 226

2020 88 44 39 51 64 85 117 157 199 204 220 251

2021 116 134 193 222 259 281 287 302 332 314 324 348

2022 220 201 235 270 
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 図１ 千葉県の年度別教員未配置状況グラフ（年度初めと年度末） 
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三、おおもとにある異常な長時間過密労働と定数改善を怠ってきた国の責任 

 教員未配置が生じる最大の要因は、異常な長時間過密労働にある。県教委の調査（千葉

市を除く）によれば、月当たりの時間外在校時間が４５時間を超えている教諭等（管理職

以外）は４５．７％で、いわゆる過労死ラインである８０時間以上は１０．７％に達する。 

２０２０年度の管理職を含む教職員等の病気休職者２５２人のうち１７７人（７０．２％）

は精神疾患によるものである。同じく、１か月以上の療養休暇取得は５００人で、そのう

ち、２１１人（４２．２％）は精神疾患である。まさに教員は自らの健康を害し、身体と

心のバランスを崩しながらも必死で学校現場を支えている姿が浮き彫りになっている。 

さらに、本来必要な正規教員まで非正規教員でまかなうため、長期療養休暇などの代替

講師の確保が困難になっている。欠員が生じた学校では、ほかの教員に負担がしわ寄せさ

れ、「ドミノ倒し」のような状況も見受けられる。 

こうした教職現場の労働実態は、教員を志す学生を遠ざける傾向をつくりだしている。 
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表２ 月当たりの時間外在校時間が４５時間を超える教諭等の校種別等の校種別割合 

職 種 小学校 中学校 義務教育学校 高等学校 特別支援学校 

教諭等 ５０．９％ ６３．８％ ６０．０％ ３１．１％ １０．２％ 

千葉県教育委員会２０２１年１１月実施「教員等の出退勤時刻実態調査」より 

 

 教員の長時間過密労働解消へむけ、県教育委員会は何をすべきか 

第一に、国に対し教員定数改善を強く迫ることが重要である。何よりも正規教員の定数

を増やすことが求められており、３５人、３０人の少人数学級の計画的な拡大をすすめる

ことは急務である。 

 国は、教育関係者や世論に押されて、ようやく２０２１年度から５か年計画で小学校の

３５人学級に踏み出した。一歩前進といえるが、そのテンポを可能な限り早めるべきであ

る。加えて、一日の授業コマ負担を減らし、現業職員、スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワカーの定数化、義務教育給与の国庫負担率を２分の１に戻す必要がある。 

千葉県では、小学校１年生から３年生まで一学級３５人編成とし、４年生から６年生ま

で３８人を選択できるとし、また中学校では１年生は３５人編成とし、２年生から３年生

は３８人を選択できるとしているが、今後さらに、高校も含む少人数学級の拡充をはかる

ことが求められる。 

第二は、一人ひとりの教員の負担を可能な限り減らすことである。たとえば、全国学力

テストや、過多の行政研修、中学・高校での勝敗第一に偏った部活動の負担などを軽減し、

授業準備や、一人ひとりの子どもと向き合う時間、適切な休養と家族などと過ごす時間を

確保することなどが求められている。 

国および県教委に対して、教職員は教育に携わる専門職であり、自身の裁量で自律的に

職務を果たしてこそ、子どもたちの成長と人格形成に責任を負うことができる、との立場

を堅持するよう改めて指摘する。 

 

四、日本共産党県議団の緊急提案…２つの柱 

 教員未配置の解決にむけ、①年度当初からの教員定数に満たない事態をなくすために、

前年度の教員採用試験募集人数を大幅にふやす。②年度途中からの長期休暇（産休・育休・

療養休等）代替教員の速やかな確保のために、年度当初からの県独自の教員（県単教員）

を採用するよう提案する。 

 

１．定数内欠員不補充・「定欠」未配置をなくすために 

 県教委は「定欠」未配置が生じる要因として、年度途中の正規教員退職、再任用予定者

の辞退、教員採用試験合格者の辞退、特別支援学校をはじめ急な児童・生徒の転入などに

よる学級増をあげている。しかし、４月の始業式の時点で「必要な先生がいない」という

状況が毎年繰り返されるなどということは絶対に許されない。 

今年度の小学校の場合、始業式時点の「定欠」未配置は１０９人に上っている。昨年は

小学校の教員採用試験の募集人数を６４０人と設定し、合格者の辞退を除く県の採用者数

は６６２人となり、この方々は今年度から教職に就いている。しかし昨年度の動向を見れ

ば、定年退職者数３９０人、正規教員の退職者が２７２人であり、これは今年度の新規採
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用分に匹敵する減員となっている。これに加えて、昨年度の再任用見込み者の辞退が４８

人、特別支援学級など急な転入等による学級増が１５１となっており、これらが年度当初

からの「定欠」未配置を生む大きな要因となっている。 

提案１ マイナス要因を経年的に分析し、それを加味した募集人員とし、突発的な事態

にも対応できるよう、採用数そのものを大幅に増員し、ゆとりある教員配置とすることが、

「定欠」未配置解消のために求められている。 

採用試験の募集人数は、法的な縛りはなく、自治体独自の裁量で決められることは県教

委も認めており、県教委がその気になれば、余裕をもった募集人員とすることは可能であ

る。仮に、定数欠員の見込み数を上回って採用した場合は、各学校に加配するなど現場の

負担軽減に活用する。 

 

２．年度途中からの長期休暇代替未配置をなくすために 

 なぜ、代替教員未配置が起こるのか、県教委は「事由が生じた時点で配置」するとして

いる。つまり、産休、育休、療養休暇に入った時点で、単発的に期間限定で講師を募集す

る。しかし、産休・育休の取得などは少なくとも６か月前には把握できる。にもかかわら

ず、代替配置ができず「学校現場の穴」が拡大している。 

妊娠した教員の補助講師が確保できない事態も起こっている。２０２２年度、小・中学

校（千葉市除く）において、６月１日現在３２０人の教員が産休を取得したが、補助講師

は７９人（２４．７％）しか配置できていない。学校現場では、妊娠した教員の母体保護

のため、体育は、複数のクラスが合同で行ったり、臨時に他の先生がつかざるを得ない。 

 提案２ 長期休暇代替講師は、毎年改定される「学校職員定数条例」上の「県単定数」

教員によって措置されている。しかし現状は期間を限定した単発的発令にとどまっている。

「県単定数」分を県教委の責任で年度当初から採用し、通常は教育事務所ごとに学校に加

配し、休暇代替が必要となった時点で、学校に直ちに配置すれば、休暇代替未配置の解消

につながり、代替講師確保の実務もかなり軽減されることになる。県教委も「制度上可能」

としており、県単教員の人件費は年度当初から予算計上されている。十分に可能な対策と

いえる。 

 

表３ ２０２２年度の県単定数 

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 

１０４ ２４ １８０ １０２ 

 

 県単教員一人あたり必要な人件費は年間平均５２７万円。小学校に限ると１０４人分で

５億４８１０万円である。この金額は、県の年間教育費３６３０億円のわずか０．１５％

に過ぎず、その気になれば、十分可能である。 

 

わが党は、県民と力をあわせ、子どもたちの豊かな成長を育む情熱に燃えて教員が元気

に働ける学校めざし、一刻の猶予もない教員不足の解決へ全力をあげるものである。 

 

以上 


